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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「経営理念」にある「公正・透明・誠実な企業活動と開かれた企業」ならびに「企業の
永続的発展と社会・環境との共生」に沿い、当社の企業活動が適正かつ適切に行われるよう、ガバナンスが有効に機能する体制を構築することで
あり、この基本的な考え方に基づき、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組みます。

　当社の業容に相応しいコーポレート・ガバナンスを実現することを目的として、２０１５年１２月制定「コーポレート・ガバナンス基本方針」を２０１８
年１２月の取締役会決議により見直し制定し、ホームページに公表しております。詳細は下記ＵＲＬを参照下さい。

（ＵＲＬ） https://www.japanfoods.co.jp/ir/governance.html

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

２０２１年６月の改訂後のコーポレート・ガバナンスコードに対応（ただし、プライム市場向けコードを除く）して記載しています。

（原則１－４　政策保有株式の縮減方針）

　当社の政策保有株式は、その保有銘柄数が限定的かつ投資簿価も極めて小さいことから、特段の「縮減方針」は定めておりません。

なお、政策保有株式の保有に関する方針やレビューについては、【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】に記載のとおりでありま
す。

（補充原則２－３① 社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題）

（補充原則３－１③ サステナビリティについての取組みに関する開示）

　当社は、社会・環境問題をはじめとするサステナビリティ（持続可能性）を巡る課題への対応は重要なリスク管理の一部であると認識し、リスクマ
ネジメント委員会にて取り組んでおります。さらに環境問題への配慮など「SDGｓ」の取組みに関する方向性については、２０２１年１１月の取締役
会にて決議いたしました。今後は、リスクの減少のみならず収益の機会ととらえ、気候変動などの地球環境問題への配慮、人権の尊重、従業員の
健康・労働環境への配慮や公正・適切な処遇、取引先との公正・適正な取引、自然災害等への危機管理など、サステナビリティを巡る課題につい
て、２０２２年度から開始する中期経営計画の中で経営戦略・経営課題との整合性を含め、より具体的な開示をしてまいります。

（補充原則２－４① 女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保）

　当社は、様々な価値観や長所を持つ人材を、会社の経営目標に合う限り、積極的に採用して、会社の経営の変化対応力を備えるべきであるも
のと考えております。当社は実に多数の中途採用者が在籍し、中途採用者が持つ様々な知見や経験を活かす機会が存在しますが、女性・外国
人・中途採用者の管理職への登用等、中核人材登用等における多様性の確保などについての測定可能な目標は、現状定めておりません。２０２
２年度に開始する中期経営計画の中で、女性・外国人・中途採用者の多様性の確保に向けた施策を推進するとともに、当社における適正かつ測
定可能な目標を策定し、開示してまいります。

（補充原則３－１②　情報開示の充実）

　当社は、当社の株主構成の現状を鑑み、招集通知の英訳等での情報提供は致しておりません。今後株主構成の大きな変更等状況に応じて検
討してまいります。

（原則３－１（ｉｉｉ）、補充原則４－２①　取締役等の報酬決定方針と手続き）

（原則３－１（ｉｖ）　取締役等・監査役の指名方針と手続き）

（補充原則４－３①、原則４－１０、補充原則４－１０①　任意の委員会設置）

　取締役及び執行役員の報酬決定、取締役・監査役・執行役員の選任については、当社の業容・規模や取締役の人数等総合勘案し、特に報酬委
員会・指名委員会等の任意の諮問委員会は設置していません。経営陣幹部からの取締役及び執行役員の報酬ならびに取締役・監査役・執行役
員の指名に関する提案内容に対し、内容の妥当性・合理性の吟味と手続きの透明性の確保の観点から、事前に社外役員に対し情報を提供し、社
外役員連絡協議会で十分協議した上で、取締役会で審議の上決定することにしています。

　また、取締役及び執行役員の報酬に関する方針（業績連動型報酬の割合や指標の選定、株式関連報酬に関する方針等）については、社外役員
連絡協議会において社外役員とも十分に協議しながら適宜の見直しを行い、改訂の都度適時・適切に開示致します。

（補充原則４－１③　後継社長の育成計画）

代表取締役社長の後継者の育成計画は、現時点では明確には定めておりません。後継者については、人格・識見・実績等を勘案して適当とみら
れる者の中から、社長が候補者を選定し、その適格性につき社外役員連絡協議会において社外役員とも十分に情報共有・協議の上、もっとも相
応しい人物を取締役会で選任致します。

（補充原則４－２②　サステナビリティを巡る取組みについての取締役会の役割・責務）

（原則５－２、補充原則５－２①　経営戦略や経営計画の策定・公表）　

　当社は、現在、２０２２年度から開始する中期経営計画の中で、当社のサステナビリティを巡る取組みや、人的資本・知的財産等への経営資源の
配分、事業ポートフォリオに関する戦略等を検討することとしております。新しい中期経営計画の策定後は、取締役や執行役員の取締役会への報
告、四半期報告書等を通じて計画の進捗状況を確認し、実効的な監督を行ってまいります。

（原則４－８　独立取締役の有効活用）

　当社は、独立取締役及び独立監査役をそれぞれ１名選任しています。その他の社外取締役２名と社外監査役２名は主要株主の業務執行者或



いは出身者ではありますが、主要株主から事業上の制約は受けておらず、これらの社外取締役・社外監査役は一定の独立性が保たれていると判
断しております。その結果、取締役会は、取締役総数５名のうち、過半数が独立性の高い社外取締役で構成されており、当社の事業規模等から判
断して十分に監視・監督機能が発揮できる体制となっています。

（補充原則４－１３③　内部監査部門の直接報告の仕組みの構築）　

　現在、代表取締役社長及び常勤監査役に対し、内部監査部門は適切に報告を行なっておりますが、定期的な取締役会及び非常勤監査役への
直接報告は実施しておりません。当社の非業務執行取締役及び監査役による監督、監視機能は十分に保たれていると認識しております。

　しかしながら、今後、内部統制に関わる重大な事象等が発生した場合には、内部監査部門による適切な情報提供を取締役会及び全監査役に直
接行なってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

（原則１－４　政策保有株式）

・一般投資株式（政策保有株式）保有に関する基本方針

　当社は、当社のビジネスの基本的考え方に基づき、特段の保有意義が認められない限り、特定の取引先のマイナーシェアーでの株式は原則と
して保有しない方針とします。

　但し、取引先との過去・現在・将来における関係等から、保有する必要がある場合は保有意義を明確にすることは勿論、当社のビジネス全体に
対する影響その他を慎重に検討の上、個別に取締役会の承認を得て保有するものとします。

　当社は、一般投資先の経営内容の把握を行うとともに、毎年、保有株式ごとに、定性的保有意義、取引額や含み損益、投資効率（トレード収益、
配当等の投資簿価に対するリターン）等の定量的保有意義の他、ビジネスの実態・将来性を勘案し個々の株式の保有方針を見直し（以下「定期レ
ビュー」という。）、取締役会に報告します。

　２０１８年度の「定期レビュー」の結果を受け、２０１９年度では保有意義が薄れたと判断した３銘柄を売却し縮減を実現しました。また、残る１銘柄
については、２０２０年度の「定期レビュー」を実施のうえ、保有方針を確認し、２０２１年５月の取締役会に報告致しました。今後とも、毎年「定期レ
ビュー」を行い、継続的に保有意義を見直してまいります。

　なお、当社株式を「政策保有株式」として保有する株主からの売却等の申し出に対しては、当該株主の意向を最大限尊重致します。

・一般投資保有株式（政策保有株式）の議決権行使に関する基本方針

　当社が、現に保有する一般投資株式については、当社の所定の協議・審査を経て、すべて適時・適切に議決権を行使します。

＜議決権行使基準＞

（１）当社の投資目的・保有方針を踏まえて、議案ごとに精査のうえ、当社の賛否を決定する。但し、株主利益を軽視していない限り、当該投資先
の提案を尊重します。

（２）下記のような議案に対しては、投資先との対話を含め、改善可能性の見極めを行う等、慎重に検討の上、議決権を行使します。

① 一定期間赤字が続く投資先または法令違反や反社会的行為・不祥事が発生し、株主価値を著しく毀損した投資先の取締役・監査役選任議案、

退職慰労金支給議案

② 財務の健全性と内部留保のバランスを著しく欠いている、或いは配当性向が著しく低い剰余金処分議案

③ その他明らかに、株主の利益を軽視した議案（過度の買収防衛策等）

（原則１－７　関連当事者間の取引）

　関連当事者間取引については、その承認・レビュー・是正等に関する社内規則を定めています。その概要は下記のとおりです。

・関連当事者との取引については、利益相反となる可能性もあり、新たに取引を開始する際には、取引意義、取引内容、採算性等を慎重に見極め
た上で、個別に取締役会の承認を得るものとします。

・関連当事者との取引については、財経部が、年１回事業年度終了後の適当な時期に、取引の内容、金額、採算性、取引継続の意義等をレ
ビュー（以下「定期レビュー」という。）し、取引部署の取引方針を確認の上、その結果を取締役会に報告します。

・定期レビューの結果、著しい利益相反等の不都合が認められる取引については、取締役会の審議・協議を経て、取引内容の是正或いは取引の
中止を決定します。

　なお、上記規則に沿って２０２０年度の定期レビューを行い、取締役会に報告しましたが、特記すべき事項はありませんでした。

（原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

　当社は、確定給付型企業年金制度を採用しており、その年金資産は、信託銀行や生命保険会社の合同運用口にて運用しています。また、実務
担当（人事総務部）には適切な知識を持った人材を配置するとともに、ＣＦＯ・財経部長も参加して年金資産の運用状況を定期的にモニタリングし、
必要に応じて、政策的資産構成割合を見直しております。

（原則３－１　情報開示の充実）

・原則３－１（ｉ） 経営理念・経営計画

　当社は、２０１８年度に従来の経営理念等の見直しを行い、２０１９年５月に新たに、「企業理念」、「企業スローガン」、「経営理念」、「経営ビジョ
ン」を制定し、「行動指針」とともにホームページに公表しました。

　また、中期経営計画「“ＪＵＭＰ++２０２１”－次のステージへ－」において、その概要を、同じくホームページならびに第４５回定時株主総会招集通
知・有価証券報告書に公表しております。詳細につきましては、下記ＵＲＬを参照下さい。

（ＵＲＬ）　https://www.japanfoods.co.jp

・原則３－１（ii） コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方と基本方針

上記Ｉ－１．の「基本的な考え方」ならびに当社ホームページに掲載の「コーポレート・ガバナンス基本方針（最終改訂：２０１８年１２月）」を参照下さ
い。

（ＵＲＬ）　https://www.japanfoods.co.jp/ir/governance.html

・原則３－１(iii)、(iv) 経営陣幹部・取締役の報酬及び経営陣幹部・取締役・監査役の選・解任ならびに指名

　上記Ｉ－１．の「コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由」における該当項目を参照下さい。また、解任の方針・手続きについて
は、当社ホームページに掲載の「コーポレート・ガバナンス基本方針（最終改訂：２０１８年１２月）」の第１３・１４条を参照下さい。

・原則３－１（v） 取締役等・監査役候補者の個々の選解任・指名についての説明

　当社は、取締役候補者・監査役候補者（補欠監査役候補者を含む。）の選任理由と期待される役割について定時株主総会の招集通知等におい
て開示しています。

　なお、解任事由が発生した場合についても、選任と同様に解任理由を株主総会の招集通知等において開示します。



　当社は、定時株主総会の招集通知をホームページに公表しております。下記ＵＲＬを参照下さい。

（ＵＲＬ）　https://www.japanfoods.co.jp

（補充原則４－１①　取締役会の役割・責務）

　取締役会は、業務執行者の職務執行のほか経営全般に対する監督機能を担い、経営の公正性・透明性を確保するとともに、法令上取締役会が
決定すべき事項とされている重要な業務執行の決定等を通じて、当社のために意思決定を行います。また、法定事項以外の事項においては、取
締役会付議基準を設け、経営計画・設備投資計画等経営戦略上の重要事項や一定額以上の投融資・借入、重要人事、重要な社内規程、月次決
算承認等につき審議ならびに決議を行います。

（原則４－８　 独立社外取締役の有効な活用）

上記Ｉ－１．の「コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由」における該当項目を参照下さい。

（原則４－９　 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）

　当社は、社外役員の独立性に関する判断基準を取締役会にて制定の上、ホームページに公表しております。

下記ＵＲＬを参照下さい。

（ＵＲＬ）　https://www.japanfoods.co.jp/ir/governance.html

（補充原則４－１１①　 取締役会・監査役会の実効性の確保）

　ホームページに公表しました「コーポレート・ガバナンス基本方針(最終改訂：２０１８年１２月）」の第５章、第２節「取締役会の有効性」ならびに、上
記I－１．「コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由」の該当項目を参照下さい。

　中長期的な経営の方向性や事業戦略に照らして、当社の取締役会がその意思決定機能及び経営の監督機能を適切に発揮するために備える
べきスキル（知識・経験・能力）を特定するとともに、各取締役についてスキルの保有状況を一覧化したスキル・マトリックスを作成し、取締役の選
任に関する方針・手続きと併せて、株主総会招集通知において開示することとしております。なお、社外取締役３名は、他社での経営陣としての経
験を有する人材です。

　取締役の選任に関する方針・手続きについては、上記「原則３－１（ⅳ） 取締役等、監査役の指名方針と手続き」をご参照ください。また、スキル・

マトリックスについては、定時株主総会・招集通知をご参照ください。

（補充原則４－１１②　社外取締役の兼任状況)

　当社は、社外取締役の兼任状況ならびに取締役会の出席状況については、定時株主総会の招集通知において開示しています。また、社外取締
役の役割を十分に果たす趣旨から、社外取締役の上場会社の取締役・監査役兼任は、当社を含め概ね４社程度とするガイドラインを設定してい
ます。

（補充原則４－１１③　取締役会の実効性評価）

　当社の各取締役は、取締役会の有効性、自らの取締役としての職務等について毎年、事業年度終了後に自己評価を行い、その結果を監査役
会に提出し、監査役会は各取締役の自己評価に基づき、毎年、取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、結果を取締役会に報告の上、
その概要について適時・適切に開示します。

　なお、監査役会は、２０２０年度の実効性評価を行い、２０２１年５月の取締役会に結果を報告し、取締役会メンバー全員で活発な意見交換を行
いました。監査役会の総合評価ならびに改善提案は次のとおりです。

＜監査役会の総合評価＞

次の提案課題にあるように、取締役会の運営面ならびに社外役員への情報提供のあり方等で引き続き改善余地があるものの、社外役員から多く
の意見を引き出す等、活発な議論が行われていることは高く評価できる。また、監査役会の提案課題への取組に対してもアクションプランを立て、
取組んでいるが、更に、環境変化への柔軟な対応と生産部門の統制強化など、もう一歩掘り下げた議論を行うことが望まれる。

以上総合し、取締役会の実効性に関しては、「課題はあるものの実効性は確保されている」と一定の評価はできる。

＜監査役会による提案課題）＞

・社外役員への情報提供の更なる充実ー社外役員連絡協議会の更なる活用、テレワーク等を活用したタイムリーな情報共有等

・取締役会配布資料（特に報告事項）の簡素化・簡略化

・経営上の重要課題（特に経営戦略上のボトルネック）については課題内容の見える化に工夫の上、本質的な議論展開を図り、解決へ向けての先
手先手の施策実行

・生産部門の分かり易いKPIの設定による生産性の一層の向上

（補充原則４－１４②　 取締役・監査役のトレーニング）

当社は、取締役・監査役が重要な統治機能の一翼を担うものとして、期待される役割・責務を適切に果たすために、取締役会で以下のトレーニン
グ方針を制定致しました。

＜トレーニングの方針＞

・新任社外役員に対しては、代表取締役社長もしくは指名する役員より事業内容や経営上の重要課題についても説明を行う。

・社内昇格の取締役及び執行役員に対しては、経営理念・行動指針（役員規程を含む。）・法務・財務会計・コンプライアンス・リスクマネジメント等
の経営陣としての教育を行う。

・取締役・監査役は積極的に外部のセミナー等に参画し、取締役・監査役としての知見を広めるものとする。

なお、２０２０年度は、社内昇格の取締役及び執行役員に対するトレーニングを全２１回開催致しました。２０２１年度も継続して実施致します。

（原則５－１ 株主との建設的な対話に関する方針）

（補充原則５－１①　社外役員による対話）

　当社は、取締役会の決議を経て、以下の方針を制定し、ホームページに公表しております。

下記ＵＲＬを参照下さい。

（ＵＲＬ）　https://www.japanfoods.co.jp/ir/governance.html

・株主との対話については、代表取締役社長をトップとして、ＩＲ担当役員を配置し、経営企画部を窓口として行う体制を構築しております。

・株主との対話に必要な情報は、営業部、財経部、人事総務部他関係部署から情報を収集し、経営企画部でとりまとめを行います。

・２０１９年度まで代表取締役社長が、各種説明会や株主総会後の株主懇談会において、中長期の経営戦略や中期経営計画の説明とその進捗
状況の報告を行う他、株主工場見学会を実施し、その結果を取締役会に報告しておりました。

・地域社会の各種行事に積極的に参加・協賛する等、地域社会との共生に努めます。

・株主との建設的な対話を推進するため、株主構造の定期的な把握に努めます。また、必要に応じて、実質株主調査を行います。



・実質株主から、株主総会出席や議決権行使の依頼があった場合は、関係する信託銀行等とも協議の上、対応を検討します。

・対話に関する担当者に対しては、インサイダー情報の取扱いに関する教育を徹底し、情報の漏洩防止に努めます。

　なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点により、２０２０年６月開催の株主総会から、開催場所を変更するとともに株主懇談会、株主工場
見学会の実施を見合わせております。

　今後、開催予定の株主総会後の株主懇談会では、従来から参加している経営陣幹部、社外取締役に加え、監査役も参加し、株主との直接的な
対話の機会を構築していきます。

　また、２０２０年度以降は四半期毎に代表取締役社長、CFO、経営企画部長によるマスコミ、証券アナリストとのWeb会議形式による個別のIRミー
ティングの開催や一部の機関投資家株主との同社の議決権行使基準についての意見交換を実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

伊藤忠商事株式会社 1,745,000 36.18

株式会社博水社 215,000 4.46

株式会社日本カストディ銀行 194,400 4.03

ジャパンフーズ従業員持株会 139,645 2.90

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 96,700 2.01

東洋製罐グループホールディングス株式会社 70,000 1.45

越後谷　太郎 61,800 1.28

アサヒ飲料株式会社 40,000 0.83

株式会社千葉銀行 30,000 0.62

サントリー食品インターナショナル株式会社 30,000 0.62

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 食料品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

齊藤 克紀 他の会社の出身者

鯛 健一 他の会社の出身者 ○ ○

田邊 秀洋 他の会社の出身者 ○ ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

齊藤 克紀 ○ ―――

コスモ石油株式会社及びコスモエンジニアリン
グ株式会社の出身ですが、石油元売り会社で
の長年の経験を有し、また、当社社外監査役、
社外取締役を歴任し、製造や品質管理に関す
る豊富な知識や工場経営者としての経験を活
かし、当社の経営の意思決定及び監督をして
いただいていることから、当社の社外取締役に
ふさわしいと判断したため。

なお、当社はコスモ石油株式会社及びコスモエ
ンジニアリング株式会社とは人的・資本的・取
引上の関係がありませんので、社外取締役の
中で同氏は最も独立性が高く、一般株主との
利益相反の生じる恐れがないと判断し、同氏を
独立役員として指定しました。　



鯛 健一 　

当社のその他関係会社であり、大株主で
ある伊藤忠商事株式会社の業務執行者
です。また、同社の関連会社の社外取締
役を兼任しております。

総合商社の食料営業部門において豊富な経験
と識見を有し、海外駐在経験もあり、客観的な
立場から当社の経営判断、営業政策の決定、
新規分野への投資に関する貴重な助言をいた
だけることが期待できることから、当社の経営
に資するところが大きいと判断したため。

なお、伊藤忠商事株式会社は当社の大株主で
はありますが、同社及びそのグループ会社との
取引比率は僅少であり、また同社からの事業
上の制約はありませんので、同社から一定の
独立性が確保されていると考えております。　

田邊 秀洋 　

当社のその他関係会社であり、大株主で
ある伊藤忠商事株式会社の業務執行者
です。また、同社の関連会社の社外取締
役を兼任しております。

総合商社の食料営業部門での、米国駐在、事
業会社への出向など、豊富な経験と識見を有
しており、また長く、飲料原料調達のビジネスに
携わり、当社単体の属する業界において、客観
的な立場から当社の経営判断、営業政策の決
定、新規分野への投資に関する貴重な助言を
いただけることが期待できることから、当社の
経営に資するところが大きいと判断したため。
なお、伊藤忠商事株式会社は当社の大株主で
はありますが、同社及びそのグループ会社との
取引比率は僅少であり、また同社からの事業
上の制約はありませんので、同社から一定の
独立性が確保されていると考えております。　

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役と会計監査人は、各事業年度の会計監査人の監査計画や監査の状況及び結果等について、また、監査役会の監査方針・監査計画や監
査の状況及び結果等についても適宜協議・報告・情報交換を行うことにより相互連携を図っています。

また、監査役と内部監査部門（内部監査室）は、内部監査室の内部監査及びその監査結果の報告会に監査役も立会うほか、各事業年度の内部
監査室の監査計画や監査の状況及び結果等について適宜協議・報告・情報交換を行うことにより相互連携を図っています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

宮川 説夫 他の会社の出身者 △ △

松浦 強 他の会社の出身者

谷 和夫 他の会社の出身者 ○ ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者



f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

宮川 説夫 　

当社のその他関係会社であり、大株主で
ある伊藤忠商事株式会社の元業務執行
者です。

総合商社及びその子会社の管理部門において
事業管理・内部監査・リスクマネジメント業務に
従事するなど経験が豊富で、また財務及び会
計に関する知見があり、人格・識見のうえで、
当社の社外監査役にふさわしいと判断したた
め。

なお、伊藤忠商事株式会社は当社の大株主

ではありますが、同社及びそのグループ会社

との取引比率は僅少であり、また同社からの

事業上の制約はありませんので、同社から一

定の独立性が確保されていると考えておりま

す。

松浦 強 ○ ―――

オリンパス株式会社の出身ですが、品質管理
における専門的な知識と幅広い経験を有し、人
格・識見のうえで、当社の社外監査役にふさわ
しいと判断したため。

なお、当社はオリンパス株式会社とは人的・資
本的・取引上の関係がありませんので、社外監
査役の中で同氏は最も独立性が高く、一般株
主との利益相反の生じる恐れがないと判断し、
同氏を独立役員として指定しました。

谷 和夫 　

当社のその他関係会社であり、大株主で
ある伊藤忠商事株式会社の業務執行者
です。また、同社の関連会社の社外監査
役を兼任しております。

総合商社及びその子会社の管理部門の経験
が豊富であり、人格・識見のうえで、当社の社
外監査役にふさわしいと判断したため。なお、
長年に亘り事業管理・審査・リスクマネジメント
業務に従事し、これらの業務を通じて、財務及
び会計に関する相当の知見を有しております。

なお、伊藤忠商事株式会社は当社の大株主

ではありますが、同社及びそのグループ会社

との取引比率は僅少であり、また同社からの

事業上の制約はありませんので、同社から一

定の独立性が確保されていると考えておりま

す。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

上記Ｉ－１．の「コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由」における該当項目を参照下さい。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

業績連動報酬（賞与）は、連結税引後利益指標に対する達成率に加え、２０１９年度から新たに単体EBITDA（営業利益率+減価償却費）の対前年
度伸長率を評価指標として採用しました。（概要は【取締役報酬関係】　報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容を参照下さい）。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

２０２１年３月期に取締役に支払った報酬は、社内取締役３名５９，５８０千円、社外取締役３名８，９８８千円であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬等の算定方法に係る決定方法は、社外役員連絡協議会による事前の協議を経て、取締役会で業績連動・成果主義・報酬水準の
客観性等を総合的に勘案し決定されています。取締役の報酬等の総額は、月例固定報酬（基本報酬）と業績連動報酬（賞与）で構成されておりま
す。

　月例固定報酬は世間水準や過去の水準などを勘案し、また、業績連動報酬は、連結税引後利益予算の達成率を指標とする業績連動方式で、
総額が定められます。各取締役の報酬等は、各取締役の役割・成果に基づき決定されます。２０１０年６月１８日開催の第３４回定時株主総会にお
いて、取締役の報酬限度額を年額２５０，０００千円以内（但し、使用人給与は含まない）、監査役の報酬限度額を年額５０，０００千円以内とする決
議を行っています。

　２０１９年４月開催の取締役会で、役員報酬制度の見直しを決議し、２０２０年３月期の役員報酬より導入しております。

なお、 取締役の報酬等の決定方針を以下のように定め、取締役会にて決定しています。

ⅰ) 取締役の個人別の固定報酬の額又は算定方法の決定方針

・役位による月例固定報酬テーブルに基づき支払う。役位は取締役会の承認を必要とする。

ⅱ） 業績連動型報酬等の額又は数の算定方法の決定方針

・当社の過去の業績と今後の計画数値を勘案し、指標として適切と判断した連結税後利益８億円に対する達成率及び単体EBITDAの対前年度伸
長率の指標に基づき、業績連動報酬テーブルにより取締役の業績連動報酬の総額が決定される。なお、業績連動報酬のうち６０％が金銭報酬と
して支給される。

ⅲ） 非金銭報酬の内容、非金銭報酬の額もしくは数又は算定方法の決定方針

・業績連動報酬のうち４０％が譲渡制限付き株式として株主総会の承認を得て、支給される。

ⅳ） 固定報酬等、業績連動報酬等、非金銭報酬等の割合の取締役個人の報酬額（全体）に対する決定方針

・固定報酬合計を１２として、業績連動金銭報酬３、業績連動非金銭(株式)報酬２の割合とし、取締役会にて決定する。但し、業績連動報酬の額は

ⅱ）記載の指標に基づき変動する。

ⅴ） 取締役に対し報酬等を与える時期又は条件の決定方針

・月例固定報酬は、株主総会終了後の７月から翌年６月迄を１年とし、毎月支給する。業績連動報酬は、評価対象年度の株主総会の開催月の最
終営業日に一括して支払う。

ⅵ） 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の全部又は一部を特定の取締役に委任する場合は、委任を受ける者の氏名又は、その株

式会社における地位及び担当、その権限の内容及び委任を受ける者により、その権限が適切に決定されるための措置

・委任する者：代表取締役社長　細井富夫

・委任の内容、理由及びその権限が適切に決定されるための措置：

上記　ⅱ）、ⅲ）、ⅳ）の方式で算定した業績連動報酬総額の個人別配分は、各取締役の定性評価を公正にできる立場にある代表取締役社長が、
各取締役のMBO評価（業績評価）とインタビューに基づき、配分額・数を決定すること（決定内容は取締役会に報告される）。

（注）１． ⅱ）に記載の指標の実績

連結税後利益目標の達成率

２０１９年度　１０％

２０２０年度　－

単体EBITDAの対前年度伸長率

２０１９年度　８０％

２０２０年度　５０％

２． 当該事業年度に係る取締役の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

・２０２０年１１月及び２０２１年２月の取締役会にて、当期の業績見通しに基づき、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該方
針に沿うものであると判断されました。　

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　取締役会事務局（経営企画部）が取締役会の案内・資料の事前送付（メール等による）及びその他問合せに対応しております。

　また、常勤監査役、社外取締役及び社外監査役のみをメンバーとする連絡協議会（社外役員連絡協議会と称す。）を開催し、当社の経営、コー
ポレート・ガバナンス及び取締役会の運営等に関する事項等について、自由に議論し、必要に応じて各種意見、提案等を取締役会に報告する体
制を整えています。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．現状の体制の概要

（１） 取締役会

　取締役会は、社外取締役３名を含む５名で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督する役割と権限を有しております。

取締役会は、毎月１回定期開催するほか、必要に応じ随時開催しており、経営計画関連事項をはじめとする重要な事項につき審議・決定し、同時
に業績進捗の検証と必要な対策をとっております。なお、当社は、事業年度ごとの経営責任を明確にするため、取締役の任期を１年としておりま
す。さらに取締役会の実効性を高めることを目的に、各事業年度ごとに取締役自ら自己評価を行い、これを監査役会が分析評価し取締役会の有
効性等につき取締役会にフィードバックする体制を整えています。

（２） 監査役会

　監査役会は、常勤社外監査役１名及び非常勤社外監査役２名の計３名で構成され、監査役会規則及び監査役監査基準に則り、取締役の職務
執行の適正性を監査しております。なお、当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。

（３） 執行役員制度

　当社は、執行役員制度を採用しており、経営の意思決定・監督を取締役会が、また、業務執行を業務執行取締役と執行役員がそれぞれ担当し、
役割と責任の明確化と迅速な意思決定を通じ事業を遂行する体制をとっております。なお、執行役員は現在７名選任されています。

（４）常務会

　当社は、取締役会による意思決定プロセスでの審議を充実させるため、事前に常務会（常勤役員、執行役員を中心とする経営上の重要課題の
事前審議機関）にて複数回の事前審査を行っております。常務会では、各メンバーから現況報告や重要事項の説明・議論を行い、必要な事案に
ついては、取締役会に付議又は報告を行っております。

（５） 内部監査

　　内部監査につきましては、内部監査室（内部監査室長以下３名）が担当しております。内部監査室は、適法かつ適正・効率的な業務の確保の
ための監査を実施し、必要に応じて、関係部署に対し改善提案を行っております。監査結果は、取締役・監査役及び被監査部署が出席する内部
監査報告会において報告され、内部監査情報を共有しております。内部監査室と監査役と会計監査人（有限責任 あずさ監査法人）は、監査計画

や監査の状況及び結果等について適宜協議・報告・情報交換を行うことにより、相互連携を図っております。

　また、内部監査室、監査役及び会計監査人は、それぞれの監査にあたり必要に応じて、内部統制部門（内部監査室、人事総務部、財経部等）よ
り内部統制の状況について適宜情報の聴取等を行っています。

（６） 監査役監査

１．組織・人員

　当社の監査役は３名であり、常勤社外監査役１名と社外監査役２名から構成されています。

　当社監査役会は、最低１名は財務及び会計に関して相当程度の知見を有するものを含めることとしており、また、社外監査役候補者について
は、製造・技術に関する高度な専門性または企業経営に関する高い見識を有することを基軸に１名を選定することとしています。

　現在、監査役会議長は常勤社外監査役　宮川説夫氏が務めており、社外監査役　谷 和夫氏と共に財務及び会計に関する相当程度の知見を有

する監査役として選任しております。また、社外監査役　松浦 強氏は、製造・技術及び品質管理に相当程度の知見を有する監査役として選任して

おります。

　

２．監査役会の活動状況

　監査役会は、取締役会開催とは別個に独立して開催される他、必要に応じて随時開催されます。当事業年度は８回開催し、１回当たりの所要時
間は約１．５時間でした。監査役の出席率は１００％でした。年間を通じ、次のような決議、報告、審議・協議が為されました。

　決議 １０件：監査役監査方針・監査計画・職務分担、監査役選任議案の株主総会への提出の請求、会計監査人の評価および再任、監査報告

書、各監査役報酬等。

　報告 １６件：取締役会議題事前確認、執行取締役の職務状況の報告、会社の経営状況の情報共有、工場診断結果報告等

　審議・協議 ４件：監査役年間レビューおよび取締役会の実効性評価、会計監査人の評価および選任・不選任、監査報告書案、社長インタビュー

項目等

３．監査役の主な活動

　監査役は、取締役会に出席し、議事運営、決議内容等を監査し、必要により意見表明を行っています。取締役会への監査役の出席率は１００％
でした。その他、常勤社外監査役が、経営会議、常務会等の社内の重要な会議に出席しております。

　監査役全員による代表取締役社長との会談を半期毎に開催し、監査報告や監査所見に基づく提言を行っています。また、１年間の経営監査や
グループ会社往査を踏まえ、随時管掌役員や主管者と面談を実施し、必要に応じた提言を行っております。その他、必要に応じ取締役・執行役
員・および各部担当者より報告を受け意見交換を行っております。

　監査役会は、当事業年度は主としてⅰ) 内部統制制度運用の適正性・妥当性、ⅱ) コロナ禍による市場の不調に対する収益確保の妥当性、ⅲ)

生産性向上のための施策の評価とフォロー、ⅳ) 物流政策のフォロー、ⅴ)収益認識基準の変更への対応のフォロー、ⅵ) 若年層を中心とする人

材確保対応の進捗状況のフォローを重点監査項目として取り組みました。

ⅰ) 内部統制制度運用の適正性・妥当性

　会社法の内部統制制度の構築と運用について、主にリスクアプローチの面から評価と改善指摘を行いました。

ⅱ) コロナ禍による市場の不調に対する収益確保の妥当性

　コロナ禍による市場の著しい変調に対する営業と生産の施策に対する妥当性の評価とコスト削減の方策に対する意見交換と状況の把握を行い
ました。

ⅲ) 生産性向上のための施策の評価とフォロー

　主に生産部門に対する設備稼働状況や生産効率の生産管理活動のモニタリング、工場診断の結果のフォロー、新設されたGラインの設備稼働
状況のモニタリングと改善指摘を行いました。

ⅳ) 物流政策のフォロー

　コスト削減と業務効率向上の観点から、主に外部に請負・委任している物流業務の適正性や妥当性の評価を実施し、執行側の物流政策の妥当
性について意見の交換、改善項目の具申や外部折衝の状況についてフォローを致しました。

ⅴ) 収益認識基準の変更への対応のフォロー

　会計基準で収益認識が変更されることになり、当社もその対応が必要となったため、過年度の生産完成基準から変更される適切な基準設定に
意見・助言を行い、次年度からの変更運用が適正になされるかフォロー致しました。

ⅵ) 若年層を中心とする人材確保対応の進捗状況収のフォロー



　人材の安定的確保をするために、特に新卒社員を始めとする若年層の人材固定化のための施策について、既施策の見直しを含む抜本策の決
定促進のため、工場診断の結果も踏まえ、主に経営層や人事総務部長に意見具申や課題の指摘、改善の助言を実施致しました。

（７） 会計監査

　① 会計監査につきましては、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しており、会社法監査及び金融商品取引法監査を受けております。当

社からはあらゆる情報・データを常時提供することで、迅速かつ正確な監査が実施し易い環境を整備しております。

・提出会社の財務書類について連続して監査関連業務を行っている場合におけるその期間

　１９９８年４月以降、現在に至る。　２０２１年度も継続する。

(注）上記は、当社が株式を新規に店頭登録した際に提出した有価証券届出書における監査対象期間より前の期間について調査が著しく困難で
あったため、有価証券届出書における監査対象期間以降の期間について記載したものです。実際の継続監査期間は、この期間を超える可能性
があります。

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属監査法人及び継続監査年数は、次のとおりであります。

指定有限責任社員 業務執行社員 井指 亮一 有限責任 あずさ監査法人 継続監査年数１年目

指定有限責任社員 業務執行社員 賀山 朋和 有限責任 あずさ監査法人 継続監査年数２年目

　なお、上記公認会計士のほかに、公認会計士７名、その他７名がいます。

　② 監査法人の選定方針と理由

(会計監査人の解任又は不再任の決定の方針)

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、取締役とも協議の上で、監査役の過半数の同
意に基づき、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定しております。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計
監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解
任の理由を報告いたします。

(再任を決定した理由)

　監査役会は、会計監査人とのディスカッション等の協議、意見交換等を通じ会計監査人を評価したうえで、会計監査人の「監査品質のレベル」に
特段の問題はなく、また監査業務の執行状況や職業的専門性にも問題がないと判断したこと、また、監査報酬についての相当性も吟味・検証を
行った結果、会計監査人を再任することを監査役会として決定し、その旨を取締役会に報告しております。

　③ 監査役及び監査役会による監査法人の評価

　監査役会は、監査役会が制定した「会計監査人の評価基準」に基づき、会計監査人にヒアリングを実施し、詳細な回答を得て、その内容（特に、
日本公認会計士協会の「品質レビュー結果」、公認会計士・監査審査会の「検討結果」、「会社計算規則第１３１条に関する表明事項」）を吟味・検
討した結果、会計監査人の「独立性・品質管理」には問題はないと判断・評価し、その旨を取締役会に報告しております。

（８） 監査報酬

　① 監査公認監査人等に関する報酬等

　２０２１年３月期の監査報酬として、会計監査人に支払った報酬の額は、次のとおりです。

　公認会計士法（１９４８年法律第１０３号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額３９，５００千円

　また、公認会計士法第２条第１項に規定する業務以外の業務に関する報酬の支払はありませんでした。

　なお、当社は、会社法第４２７条第１項の規定に基づき、会計監査人との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。当該契約に基づく責任の限度額は、会計監査人としての在職中に報酬その他の職務の執行の対価として監査委嘱者から受け、または
受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額の２倍としております。

　② 監査報酬の決定方針

　当社は、取締役会において、当社の事業規模の観点から合理的監査日数を勘案し、監査公認会計士等に対する監査報酬額を決定しておりま
す。

　③ 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、監査実績の評価及び分析、会計監査の遂行状況ならびに報酬見積もりの算定根拠等の相当性を
吟味・検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意し、その旨を取締役会に報告しております。

（９） 監査役の機能強化に関する取組状況

当社は、当社の規模及び事業内容等に鑑み、現在は監査役スタッフを置いておりませんが、監査役から要求があった場合には、速やかに対応す
る方針です。当社では、監査役がすべての重要な会議に出席でき、すべての重要な書類をいつでも閲覧できる体制をとっており、監査役の機能強
化を図っております。

　社外監査役のうち１名は、当社とは人的・資本的・取引上の関係がない企業の出身者であり、独立性の高い人物を選任しております。

また、もう２名は、総合商社での財務・経理部門、リスクマネジメント部門の経験、与信審査・事業会社管理・内部統制・リスクマネジメント業務での
経験が豊富であり、財務・会計、リスクマネジメント等に関する知見を有する人物を選任しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、現在取締役５名のうち社外取締役を３名（うち独立社外取締役１名）選任しており、取締役会の意思決定の適正性・妥当性の確保を図っ
ております。

　また、監査役３名全員が社外監査役（うち独立社外監査役１名）であり、経営陣から独立した客観的な立場で、内部監査室、会計監査人と連携し
て監査を実施しております。

　したがいまして、当社におきましては、社外取締役及び社外監査役の選任と監査役及び内部監査室、会計監査人との連携による監査の実施に
より、経営の監視体制は、十分機能していると判断しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会招集通知につきましては、記載する情報の正確性を担保しながら、株主の皆様
が十分な議案の検討時間を確保できように可能な限り速やかに、発送日前に当社ホーム
ページ及び東京証券取引所のウェブサイトに開示しております。

集中日を回避した株主総会の設定
株式公開当初（２０００年）から、集中日を回避し、かつ多くの株主にご出席いただけるよう
に開催日を設定しています。

電磁的方法による議決権の行使
２０２０年から、パソコン、スマートフォンを使用したインターネットによる議決権行使を可能
としております。

その他
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点により、２０２０年６月開催の株主総会から、開
催場所を変更するとともに株主懇談会の実施を見合わせております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

株主・投資家・地域会社をはじめとするあらゆるステークホルダーの当社に対

する理解を促進し、適正な評価と社会的信頼を得るために、当社に関する重

要な情報の公正かつ適時・適切な開示を行うことを情報開示の基本方針とし

ております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
年間を通じて一定の頻度で開催しておりましたが、現在、定期的説明会の開催
を見合わせております。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年間を通じて一定の頻度で開催しておりましたが、現在、リモート形式での個
別説明を四半期ごとに開催させていただいております。

あり

IR資料のホームページ掲載

ニュースリリース、ＩＲカレンダー、財務諸表、Ｑ＆Ａ等多面的内容を掲載する

ことでアナリスト・機関投資家のほか、個人投資家も意識した内容の充実に努

めています。さらに、コーポレート・ガバナンスコードへの対応に関する情報開
示の充実も図っています。

IRに関する部署（担当者）の設置
経営企画部内にＩＲ担当を設置し、株主・機関投資家等には、ＣＦＯ及び経営企

画部が常時対応しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

企業理念・経営理念・行動指針等やコーポレート・ガバナンス基本方針にステークホルダー
の尊重について記載しており、経営トップが機会あるごとに、その精神を役職員に伝えてい
ます。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

環境保全については、エネルギーの重油から液化天然ガス（ＬＮＧ）への転換で大気への
炭酸ガスの排出抑制、使用水の再生装置導入による再利用、茶粕・コーヒー粕等の農業
での活用など各種リサイクルに取り組んでいます。

また、２０２１年度より、環境課題対応委員会を設置し、以下の活動を致します。

・省エネ活動：省エネ法に基づくエネルギー削減活動

・省水活動：構内使用水の循環及び削減を目指す活動

・公害防止：地域社会環境保全活動

・ボトルtoボトル：海洋プラスチック対策、資源循環活動、リサイクルペット資材の使用状況
調査など



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

２００３年に、当社のディスクロージャー・ポリシーを策定し、当社ホームぺージに掲載して
おります。

その他
地元自治体との防災協定締結による、大震災時の飲料水供給など地域との共生に努めて
います。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、２００６年５月開催の取締役会において決議されました「内部統制に係わる基本方針」に基づき、取締役の職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）を整備しております。

この「内部統制に係わる基本方針」は、毎年、取締役会において見直したうえで適宜改訂しており（最終改訂：２０１９年５月８日）、現在の「内部統
制に係わる基本方針」の概要は以下のとおりであります。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）「企業理念」等の制定とその周知徹底

　取締役会は、「企業理念」、「企業スローガン」、「経営理念」、「経営ビジョン」及び「行動指針」を制定し、企業倫理・法令遵守等を当社のあらゆる
企業活動の前提とすることを周知徹底する。

（２） CCO及びコンプライアンス委員会の設置

・ CCO（コンプライアンス担当取締役）及びコンプライアンス委員会（委員長はCCO）を設置し、コンプライアンスに対する取組みを全社横断的に統

括させる。

・ CCO及びコンプライアンス委員会は、法令遵守規則である「コンプライアンス規程」の策定・見直しと周知徹底、コンプライアンス問題の把握・対

応、コンプライアンス状況のモニター・レビュー及びコンプライアンス研修等を継続的に実施し、コンプライアンス体制の充実に努める。

・ CCOは、毎事業年度終了後、当該事業年度におけるコンプライアンスの状況を取締役会に報告する。

（３） 内部通報制度の整備・運用

　役職員が法令違反等の疑義ある行為等を発見した場合、社内外に設置したホットラインを通じてCCOに通報し、通報を受けたCCOは、その内容
を調査して再発防止策を担当部署と協議のうえ決定し、全社にその内容を周知徹底する。さらに、CCOに対する通報に加え、常勤監査役に通報で
きる制度を構築する。通報を受けた常勤監査役はCCOに内容の調査を指示し、CCOは再発防止策を策定のうえ、全社に内容を周知徹底させる。
事案内容によっては、常勤監査役も調査に加わる。また、通報者が身分・処遇等の不利益を受けないことを会社が保証する。

（４）財務報告の適正性確保のための体制の整備

・ 「経理規程」「原価計算規程」「固定資産管理規程」等の社内規程を整備するとともに、CFO（財務・経理担当役員）を設置し、会計基準その他関

連する諸法令を遵守し、財務報告の適正性を確保するための体制の充実を図る。

・ 財務報告に係わる内部統制の有効性については、「内部統制基本方針書」に基づき、内部監査室が評価し、社長の承認を得たうえで、取締役

会に報告する。

・ 「開示委員会」を設置し、開示の都度、開示内容を審査することにより、財務報告の適正性の確保及び有価証券報告書等の品質向上に努める。

（５） 内部監査

　社長直轄の内部監査を担当する内部監査室を設置する。内部監査室は、「内部監査規程」に基づき業務全般に関し、法令、定款及び社内規程
等の遵守状況、職務執行の手続き及び内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施し、社長及び監査役に対し、その結果を報告する。

また、内部監査室は、内部監査により判明した指摘・提言事項の改善状況についても、フォローアップ監査を実施する。

２．取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制

（１）当社は、株主総会・取締役会議事録、稟議書、契約書等の職務執行に係わる重要な文書を、関連資料とともに、「文書管理規程」の定めると
ころに従い適切に保存・管理し、取締役及び監査役がいつでもこれを閲覧できるよう、情報の保全・管理を行う。

（２）人事総務部は、「文書管理規程」に基づく文書の保存・管理状況を定期的にモニタリングし、担当役員に報告する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当社は、「リスクマネジメント規程」に従い、リスク管理を行う。

（２）環境、災害、品質、労務、情報セキュリティ、その他様々なリスクに係る管理については、基本的にそれぞれの担当部署を担当する取締役又
は執行役員が行い、また、新たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者となる取締役又は執行役員を定めることとする。

（３）CCO及びリスクマネジメント委員会は、各種リスクの把握・評価及び対応策の策定・実施等の日常のリスク管理を行うとともに、有事の際に予
め定められた危機管理チームを立ち上げ、迅速かつ適切な情報伝達と的確な対応ができるよう体制を整備する。

（４）当社は、大地震等の大規模災害が発生した場合に事業継続を図るためのBCP（事業継続計画）を策定し、防災対策や災害発生時における対
応等について定める。

（５）CCOは、毎事業年度終了後、当該事業年度におけるリスクマネジメントの状況を取締役会に報告する。

４．取締役・使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）経営管理システム

・取締役・社員が共有する全社的な目標を定め、目標達成に向け３事業年度を期間とする中期経営計画を策定する。

・取締役会は、中期経営計画を具体化するため、毎期、部署毎の業績目標と予算を設定する。設備投資、新規事業については、原則として中期経
営計画の目標達成への貢献を基準にし、その優先順位を決定する。同時に、各部署への効率的な人的資源の配分を行う。

・取締役会は、経営計画を達成するため、具体的な施策及び権限委譲を含めた効率的な業務遂行体制を決定する。

・ＪＦコンパスシステム（京セラシステムの後継独立採算システム）を採用し、月次の業績はITを積極的に活用した会計システムにより、月次で迅速
に管理会計としてデータ化し、取締役会に報告する。

・取締役会は、毎月この結果をレビューし、担当役員に目標未達要因の分析、その要因を排除・低減する改善策を報告させ、具体的施策を決定
し、権限委譲を含めた効率的な業務遂行体制に改善する。また、必要に応じて目標を修正する。

（２）社内規程の整備

　適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等の社内規程を整備し、各取締役の権限及び責任の明確化



を図る。

（３）適時・適切な開示体制の整備

　当社の企業理念、経営計画等につき投資家その他のステークホルダーの理解を得ることで、当社の事業が効率的に運営できるよう、社内にIR
担当の取締役もしくは執行役員をおき、適時情報開示を実施すると共に、IR説明会等へのサポートを実施する。社長は、率先して当社のスポーク
スマンを務める。

５．当社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）子会社管理・報告体制

　経営企画部を子会社統括部署とし、子会社ごとに主管部署を定め、主管部署が子会社の経営管理・経営指導を行う。また、子会社の経営上の
重要事項については、子会社統括部署の事前承認を要する事項や報告を要する事項を取り決める。

（２）子会社の損失の危険に関する管理体制

　主管部署は、子会社の重要なリスク資産（与信・在庫・固定資産等）の状況を定期的に把握するとともに、リスクの内容を含め子会社統括部署
（経営企画部）へ報告する。

（３）子会社の役職員の職務執行の効率性を確保する体制

　当社は、当社の管理部門やその他の組織の機能を活用し子会社の経営インフラの支援を行う。

（４）子会社の役職員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保する体制

　子会社には当社より取締役及び監査役を派遣し、子会社の職務執行の監視・監督を行い、法令及び定款への適合性をチェックする。また、当社
のコンプライアンス規程を遵守させ、モニター・レビュー、内部監査、内部統制評価の対象とする。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

（１）監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人は置かない。

　なお、監査役から要求があった場合には、検討する。

（２）使用人の取締役からの独立性に関する事項

　当社は、監査役の補助者は置かないので、補助者の独立性に関する事項はない。

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　当社ならびに子会社の取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに著しい損害を与える恐れのある事
実、法令に違反する事実等を発見したときは、その内容を速やかに報告する。また、内部監査を担当する内部監査室長は、その実施状況を監査
役に報告する。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　社長は、監査役会と定期的な会合を持ち、会社の経営方針や課題ならびにコーポレート・ガバナンスや内部統制の状況について意見交換をす
る。また、内部監査を担当する内部監査室長は、監査役との間で、各事業年度における内部監査計画を協議するとともに、定期的に会合を持ち、
内部監査結果及び指摘・提言事項等について協議及び意見交換するなど、密接な情報交換及び連携を図る。

　監査役の職務の執行（研修等の参加を含む）に関して生じる費用については会社が負担する。

９．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　内部統制システムの運用状況の概要は以下のとおりであります。

（１）企業統治・内部統制システム全般

　企業統治については、２０１５年１２月１１日開催の取締役会において制定した「コーポレート・ガバナンス基本方針」に則り、コーポレートガバナン
ス・コードに積極的に対応しガバナンス体制の強化を図っています。内部統制については、内部監査部門・経営企画部門が常勤監査役との連携を
図り、モニター・レビュー、運用状況の評価を行うとともに適宜、業務フローの見直しを実施いたしました。

　尚、２０１７年度より子会社・関連会社の連結を開始したことから、内部統制評価の範囲をグループ全体に拡大しています。

　

（２）コンプライアンス体制

　CCOを委員長とするコンプライアンス委員会を当事業年度は年４回、臨時コンプライアンス委員会３回開催しました。２０２０年度は、コンプライア
ンス規程に沿って押印管理について年４回モニター・レビューを実施しました。また、当事業年度のコンプライアンス研修においては、２０２０年１０
月２０日から１１月２７日の期間に、Eラーニングシステムを利用して行いました。受講者は、正社員、契約社員、派遣社員。研修内容は、コンプライ
アンスの基本、ハラスメント、情報管理、個人情報管理、マイナンバー（個人番号）管理、内部通報等、対象者数３７４人全員が受講しました。

　更に、社外通報窓口に寄せられた各種の問い合わせ事項についても、事実関係を精査のうえ、丁寧な対応に努めました。

（３）リスク管理体制

　CCOを委員長とするリスクマネジメント委員会を当事業年度は年４回、臨時リスクマネジメント委員会を１回開催しました。当該事業年度のリスク
対策シートのレビューを行い、その結果に基づきリスクアセスメントを実施し、翌事業年度のリスク対策シートを作成しております。コロナウイルス
感染症蔓延による、外出の制限、テレワーク推進、イベントの中止等による、消費マーケットの変容から、パッカー業の受注減少リスクが発現しま
した。また、設備老朽化リスクとしての、茂原街道地下放流管漏水問題、環境リスクとしての騒音問題、フロンガス漏洩問題などに対処致しました。
２０１９年９月、１０月の台風、大雨への対応は、すべて完了致しました。

（４）取締役の職務執行体制

　当社の取締役会は、常勤の取締役２名の他、社外取締役３名（内、１名は独立取締役）、社外監査役３名（内、１名は独立監査役）にて構成され、
「取締役会規程」の定めに従い、毎月１回以上開催（当事業年度は２７回（内、書面１０回））開催）し、月次・四半期・年次決算や重要事項等の承認
を行っております。

　また、取締役会の審議及び承認を効率的かつスピーディーに行うべく、事前に常務会（執行役員以上出席による事前審議機関）にて複数回の事
前審議を行っております。更に、常勤監査役を議長とする「社外役員連絡協議会」では、取締役会に付議される重要事項の事前説明及び意見交
換を行い、取締役会運営の効率化を図りました。

（５）監査役の職務執行体制

　当社の監査役会は、常勤監査役１名の他、２名の非常勤監査役で構成され、当事業年度は年８回開催いたしました。常勤監査役は、内部監査
部門、会計監査人とのコミュニケーションを十分にとり、監査役会にてその情報を共有しております。また、監査役会として、取締役・監査役の自己



評価をベースに「取締役会の実効性評価」を行い、取締役会にその結果を報告するとともに取締役会運営の改善提案を行いました。更に、監査役
会に会計監査人の参加を求め、会社の経営姿勢及び経営課題につき率直な意見の交換を行う等、会計監査人とのコミュニケーションの向上に努
めました。

　当社は、２０２１年３月期における整備・運用状況を評価の上、２０２１年５月２１日開催の取締役会に報告しましたが、重要な不備は存在しないこ
とを確認いたしました。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨み、反社会的勢力による不当な要求には一切応じないことを基本方針としております。

　当社は、全役職員に当社の企業理念、経営理念及び行動指針を記載した「基本理念カード」を配布するとともに、社内の講習会等を通じて、反
社会的勢力の排除を含むコンプライアンスの徹底を図っております。

　また、反社会的勢力より不当な要求を受けた場合は、人事総務部を対応部署とし、必要に応じて所轄警察署や弁護士と連携して、対応すること

にしています。

　なお、すべての取引先が反社会的勢力ではないことを確認しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社にとって、継続的に業績を向上させ、企業価値を高める努力を行うことが、株主をはじめとするステークホルダーにとって最重要であり、これ
が敵対的買収防衛につながると考えています。なお、将来買収防衛策を導入する場合は、既存株主の権利を不当に害することがないよう、常務
会等の重要会議体において、その必要性、合理性等を十分に検討・議論したうえで取締役会で決定し、株主に十分な説明を行います。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社のコーポレート・ガバナンスの体制については【 参考資料：コーポレート・ガバナンス模式図 】を参照下さい。

適時開示体制の概要

１．適時開示に係わる当社の基本方針

　当社は、証券市場において当社の企業価値に関する適正な評価(株価)を得ることならびに経営の透明性を確保することを目的として、当社に関

する情報を、「フェアー、タイムリーかつオープン」に全ての市場参加者に伝えるよう努めています。

　この当社の適時開示基本方針は、「ディスクロージャー・ポリシー」として当社取締役会で承認され、２００３年度から運用しています。また、当社
ホームページにも掲示しています。

２．適時開示に関する当社の特徴

　当社は、千葉県長生郡長柄町の１ヶ所に本社、工場及び子会社１社を有する企業グループであるため、適時開示に係る情報の収集及び管理等
は、数多くの工場、事業所、子会社等を有する大規模企業と比較すると、比較的容易である点が特徴といえます。

３．適時開示に係わる社内体制

（１） 開示担当部署

　適時開示に係わる基本方針を実現するため、経営企画部がディスクロージャー・ポリシーの管理運用等を行い、開示情報の統一と整合性を促進
するとともに、子会社を含む役員・従業員への周知徹底を図っています。

　経営企画部は、当社において、何が金融商品取引法及び東京証券取引所（以下「東証」）の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等

に関する規則」（以下「適時開示規則」）に定める投資判断に重要な影響を与える事項に該当するのか、具体的には、四半期及び期末決算情報

は勿論のこと、設備投資による固定資産の取得計画がいつの段階で「会社の決定した事実」に該当するのか、「発生した事実」に該当するものは
ないか、また足元の状況が「業績予想の重大な修正」に該当しないかなど、投資家の投資判断に重要な影響を与える案件について、常に把握で
きるよう努め、適時開示に備えています。

　また、経営企画部は東証に対する情報開示の窓口として活動しており、情報開示に係わる最高責任者である社長のもと、開示に係わる重要な
実務や対応は、適時開示規則に基づく情報取扱責任者（常務執行役員ＣＦＯ）と経営企画部が当たっています。

（２） 外部機関の起用

　当社は、適時開示にあたり、適時開示の適法性・正確性を確保するため、必要に応じて会計監査人（有限責任 あずさ監査法人）、証券代行機関

（三井住友信託銀行）及び法律事務所（協和綜合パートナーズ法律事務所）に事前相談等をしております。

　また、開示先である東証ならびに関東財務局に事前相談を行う場合もあります。

４．情報の管理と内部者取引の防止

　当社においては、情報の管理と内部者取引（インサイダー取引）防止をコンプライアンスの一環として捉え、取り組んでいます。

具体的には、当社の内部情報管理及び内部者取引管理規程において、内部情報の管理、内部情報の公表、株式売買等規制について規定する

とともに、「コンプライアンス規程」において、内部者取引と重要事実について簡潔な説明を行い、周知徹底に努めています。

内部者取引の対象となる重要事実については、可能な限り早期に取締役会で決定し、直ちに適時開示を行なうことを心がけています。

　また、重要な設備投資など、将来取締役会にて意思決定された場合、重要事実となる可能性があるような案件については、検討の初期段階から
社内外の関係者に情報の管理を充分徹底させることで、不用意な情報の漏洩や内部者取引と疑われる可能性のある株式売買の規制を行なって
います。（当社では、持株会を通しての買付以外の自社株売買については、いかなる場合にも人事総務部への事前届けが必要となっています。）
これに違反し、内部者取引を行なった場合には、金融商品取引法に基づく罰則のほか、当社就業規則による社内処罰が課されることになります。

　上記のほか、社内ではコンプライアンス研修を適宜実施することで内部者取引の防止を徹底し、公正で健全な証券市場の形成が図れるよう努め
ています。

５．情報開示の方法とタイミング

　情報開示の方法は、適時開示規則に従い東証の提供する「適時開示情報伝達システム」（以下「ＴＤnet」）へ情報登録を行います。ＴＤnetへの情
報登録により広く報道機関への即時伝達が行われると認識していますが、四半期及び期末決算情報（短信）等については、同一のプリント資料の
配付（投込み）を併用しています。さらに、ＴＤnetへの情報登録を確認したあと、当社ホームページにおいて同一内容の掲示をおこない投資家等へ
の便宜を図っています。

　また、適時開示規則に該当しない任意の情報開示についても、適時開示規則の趣旨を踏まえ、上記と同様の方法による開示を行います。

取締役会において決定された重要事実ならびに取締役会において承認された決算情報の開示のタイミングについては、取締役会の終了後直ち
に東証にて行います。また、決算情報の開示後には、東証においてＣＦＯによる決算説明（記者会見）を行っています。

　なお、災害等の発生事実については、ＣＣＯ（コンプライアンス担当取締役）の判断に基づき、その都度開示を行います。

６．適時開示体制のモニタリング

　当社では、開示情報が常に監査役に伝達されるようになっており、監査役が業務執行機関から独立した立場で適時開示体制が有効に整備・運

用されているどうかをモニタリングしております。
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